チャランケ通信　第78号　2014年9月8日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　全米オープンテニス、錦織圭選手、史上初めて決勝進出の快挙
何と何と、テニスの世界で日本人が素晴らしい戦いを展開しているではないか。世界ランキング11位の錦織圭選手が、日本時間で7日行われた全米オープン選手権というメジャー大会の準決勝で、世界ランキング第一位のセルビアのジョコビッチ選手を、6-4,1-6,7-6,6-3で破って堂々と決勝に勝ち進んだのだ。もちろん、日本人として初めての快挙であり、心から拍手を送りたい。いろいろな解説を見聞きするにつけ、チャンというコーチがついたことにより、錦織選手がめきめきと力をつけたと言われている。小柄な日本人には、体力的に難しいのかなと思っていただけに、それを跳ね返しての勝利、是非とも優勝を飾って欲しいものだ。実に久々の明るいニュースであった。
やや驚きの人事、自民幹事長に谷垣前総、その狙いは何か
9月3日、安倍総理は内閣改造と党人事刷新を実行した。何よりも注目したのが自民党の幹事長人事だ。石破氏を閣内に取り込むことに成功し、当初は同じ山口県出身の河村建夫衆議院議員とか、同じ町村派の細田博之衆議院議員の名前が取りざたされていたのだが、蓋を開けてみると、なんと前総裁の谷垣禎一衆議院議員と言うわけで、思わず「ええ」と声を上げ、驚いてしまった。

　この布石の背景には、対中国との関係で同じく自民党の総務会長になった二階俊博衆議院議員と共に親中派として、局面打開を図ろうとしたという見方が出されているが、それだけではあるまい。やはり、来年の総裁選挙をにらんで、自民党内のリベラル派の頭目としての存在感を持っていることから、ライバル潰しという見方も披瀝する評論家もいるようだ。だが、一番の狙いは、来年10月に実施する消費税率の10%への引き上げ問題であり、自公民三党合意を締結した当時の責任者として、その実現は余程のことが無い限り予定通り実施していくことにするという表明と見たのだが、どうだろうか。それにしても、今度の幹事長人事には、正直安倍総理もなかなかやるものだな、と思わざるを得なかった。

　また今度の改造内閣の目玉として、女性閣僚が5名というのも過去の内閣では一番多い。初めて女性が大臣になったのは、今から50年以上前の1960年池田内閣の時の中山マサ厚生大臣だったと記憶しているが、その時は女性政治家が少なかっただけに、非常に印象深く記憶している。今度の人選には、半世紀以上前のあの時の新鮮さが無いように思われる。これからどんな仕事をされるのか、注目はしていきたい。
　安倍内閣に対する支持率、やや回復へ、単なるご祝儀相場か
　第二次安倍改造内閣に対する世論調査が、マスコミによって実施されている。

共同通信が9月3~4日に電話調査によれば、支持率は54%と8月に比べて5%近く上昇し、同じく日経新聞とテレビ東京の調査では11%アップして60%という高い数値を示している。ご祝儀相場もあろうが、とりあえずは高い支持率に回復したようだ。問題はこれからだが、一番注目したい閣僚としては塩崎厚労大臣だろう。社会保障・税一体改革の渦中にあり、さらにはGPIFの改革をどのように進めていくのか、先ずは記者会見のやり取りに注目してみた。
　注目した塩崎厚労大臣、やはり「上げ潮派」なのか。GPIFの改革も、危険性が大きいリスク市場重視へ傾斜
　最初に社会保障改革については、医療や介護の改革の道筋をつけた「プログラム法に基づいて進める」とし、財源については「アベノミクスの成功で税収を増やして財源を賄うことも考えないといけない」と、経済成長による税収増を狙う政策の重要性を強調したようだ。いつか見たような「上げ潮路線」であり、消費税の引き上げへの期待が語られていないのが気になる。
　他方で、GPIF(年金積立金管理運用独立行政法人)の改革については「資産の6割を(国内債という)単品メニューに投資するリスクは分散しないといけない」と指摘し、9~10月にも新たな資産構成割合をまとめ、予想通り株式などリスク資産を増やす方向を打ち出そうとしている。さらに、塩崎大臣は投資対象の拡大にも言及し、「ベンチャーは危ないという既成概念でやっているプロは世界にいない」と発言し、リスクマネーを供給して経済の活性化につなげたい考えのようだ。一体、もし投資に失敗し、損出を出した時の責任は、誰が、どのようにとるのか、しっかりと明示しておく必要があるのだが、何の言及もなかった。まことに危うい改革になりそうだ。

さらに、労働行政について、これからの働き方は「生産性が低いのが一番の問題で、どう上げていくかが大事だ」とのべ、「柔軟な労働移動ができる雇用制度でなければならない」とだけ述べ、働く者の賃金が上がらなければデフレからの脱却もできないし、増税の下での内需の拡大にもならない事への言及はなかった。まことに残念なことと言わねばなるまい。
もう一人、注目した新閣僚に江渡聡徳防衛大臣がいる。青森県出身で、過去に防衛副大臣などを経験はしているものの、先の集団的自衛権論議の責任者にはなっておらず、特に公明党側から国会での質疑に対して不安視されているようだ。もちろん安倍総理の考え方に近く、憲法に対して改憲すべきだという考えだし、みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会に所属する政治家の一人であることはまちがい。どんな国会論戦を展開していけるのか、また、日米ガイドラインをはじめ多くの防衛問題が焦点になる中での新閣僚の手腕が問われる局面だ。警戒感を持って、注目して行きたい。
日経新聞『日曜に考える』テーマが「公的年金維持のためには」

清家慶応塾長と小塩一橋教授へのインタビュー形式の特集記事
年金の問題に移りたい。

日本経済新聞10月7日付の『日曜に考える』のテーマが「公的年金維持のためには」であり、丁度問題にしてきた財政検証を中心に今後の年金問題をどのようにしていけば良いのか、大変参考になるインタビュー形式の特集記事である。インタビューに応じておられるのが、清家篤慶応義塾長と小塩隆士一橋大学教授で、インタビューアーは山口聡編集委員である。清家塾長は政府の社会保障制度改革推進会議の議長を務められた労働経済学の専門家である。当然のことながら、清家塾長からは財政検証について「検診にはとりあえずパスした」と見ておられるのだが、課題も列挙されている。とくに、自らが会長になられた社会保障制度改革国民会議の報告書で提起した3つの改革課題について、今回の財政検証で検証結果が出ていることに触れられている。
清家塾長、社会保障制度改革国民会議で提起した3つの改革課題
1 一つはマクロ経済スライドという年金給付を抑える仕組みをデフレ下でも発動できるようにすること

2 パートなど非正規労働者をもっと厚生年金に入れるとどうなるのか

3 高齢者の就労と年金の関係、雇用は65歳まで働ける社会が出来つつあるが、年金保険料を払うのは原則20歳から60歳までの40年間、これを65歳になるまで45年にしたらどうなるのか

この三つの課題に対して、

1 については「どんな経済状態でも発動して早めに給付を抑えておけば、将来の財政にプラスになる」ことがわかった。

2 については「実施すれば、非正規の人の老後の年金が増えるだけでなく、年金財政にも貢献するとの結果だ」

3 については「これも年金財政に貢献する。具体化に向けて検討してもらいたい」

という事を指摘されている。

年金支給開始年齢引き上げ問題についての的確な答弁
更に山口編集委員の「年金の支給開始年齢は引き上げるべきでしょうか」という質問に対しては、「保険料の上限をきめ、その財源の範囲内で年金を給付する制度になったので、支給開始年齢を何歳にしようとも実は年金財政には影響がない」。とはいえ、論議の必要性は認められ、特にマクロ経済スライドの適用による基礎年金の目減りが大きいので、全体の支給開始年齢を引上げるという選択肢も在り得る、とされている。

ここでは、今の所得代替率算定に当たっては、65歳時点が基準になっていることへの言及がなく、65歳を固定したままにするのか、それとも65歳以上に引き上げるのか、何歳の時点に基準を設けるのか大きな問題と言えよう。

そのほか、年金制度の維持可能性に向けて、負担(増)と給付(減)の兼ね合いが一番困難であることや、何よりも少子化対策が一番重要であり、日本経済の付加価値を増やしていくための「人の能力を高めるための教育や健康対策」の重要性も指摘されている。と同時に、女性や高齢者の活用ができる社会の必要性を指摘され、その上に社会保障制度全体の改革が必要であることを強調されている。
小塩教授、財政検証のやり方を評価、今のまま微調整で良いという印象には問題と指摘
一方、小塩教授の方は、財政検証全般について「今回は色々な意見を丁寧に拾って、細かなところも隠さずオープンにしているという点で評価できる」としたうえで、「どうしても『年金制度は今のままで良い。微調整でうまくいく』との印象を受けるのが問題だ、」と指摘されている。具体的には、年金積立金の運用利回りの想定(ケースEで4,2%)が高すぎる。今の金融市場の実勢からあまりにも高い点を挙げられている。この点は、賃金上昇率と運用益とのスプレッドが問題なのだ、という点に対する批判であるが、過去の実績からそのスプレッドも想定しているのだが、厚労省としてはそれ以上の数値を政治的に判断していくわけにはいかないわけで、論議は政治の場での判断にだねられる。とくに、日本財政の現状から考えて、名目の金利水準が高くなることが財政破たんの危険性に与える深刻な影響を指摘されていることはもっともなことであり、年金だけが財政破綻から免れることは出来ないことも事実である。
小塩教授の支給開始年齢の引き上げに対する理解には疑問あり
小塩教授が指摘されている点で納得ができないのは、支給開始年齢の65歳からの引き上げの問題だろう。それは、清家塾長が正しく指摘されているように04年年金改革で保険料の上限を決めたわけで、その財源の範囲内で年金を支給する制度に転換していることへの言及がない。そのため、「日本以外の先進国では、時間をかけて支給開始年齢の引き上げに取り組んでいる」。日本もそれと同じように支給開始年齢を引き上げていく必要がある」と指摘されている点は、日本とスウェーデンのように保険料率上限を決めている国と、そうではない国とを区別されていない点で、理解の仕方に問題ありと見たのだが、どうだろう。
その点、山口編集委員の方で要約されているニコラス・バー教授の年金財政に関する解決策として整理されている4項目の内、支給開始年齢の引き上げには、一般的にはその通りなのだが、日本やスゥェーデンの場合にはそのままでは使えないことを指摘しておく必要があろう。
OECDの年金改革の基本方針、年金の機能は防貧か救貧か
なお小塩教授は、OECDの年金改革の基本方針について指摘されている。

1 第一の方針は「就労期間の長期化」
2 第二の方針は、「公的年金の支給対象の中心を最も脆弱な人々とすること」「ある程度、税金を投入して最低保障年金を給付してもいい」とまで小塩教授は言及されている。
3 第三の方針は、「公的年金の削減を補完するため、退職後のための貯蓄を奨励すること」
第二の方針については、年金が「救貧」機能まで担うのか、それとも「防貧」機能だけなのか、年金と生活保護との違いなど、議論しなければならないことが多くありそうに思われる。
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